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（１）学校施設の長寿命化計画の背景・目的等

本町では、国のインフラ長寿命化基本計画に基づき、「長与町公共施設等総合管理計画」（以下「総

合管理計画」という。）を平成 29 年 3 月に策定し、今後の公共施設・インフラ施設の維持管理、

更新等の方針を取りまとめました。

本町の学校施設は、公共建築物である町有施設全体のうち約５割を占め、延床面積約 55,000 ㎡

を有しています。また、約６割が昭和 40 年代から昭和 50 年代に建築された施設であるため、今

後の老朽化対策が課題となっています。

学校施設については、老朽化が進むにつれ、更新需要が高まる中、国や地方自治体の財政状況は

厳しく従来の整備方法では対応が困難になっていくと考えられております。

このため、文部科学省は、地方公共団体に対し令和 2 年度までに公立学校施設に係る個別施設

計画を策定し、学校施設の改修等について計画的に取り組むよう求めています。

本町においても今後、多くの施設整備を行っていく必要がある一方、人口減少や少子高齢化の進

展による社会構造の変化に伴い、本町の財政状況は厳しくなると予想されます。

上記の背景を踏まえ、持続可能な学校施設の維持管理、安全性の確保を目指した方針、計画を検

討する必要があります。

本計画は学校施設の老朽化の状況を的確に把握し、改修の優先順位を付け、中長期的な視点での

維持管理を行い、学校施設に求められる安全性・機能を確保し、長寿命化の考えを取り入れ、これ

まで以上に長く利用できるようにすることを目的とします。

また、総合管理計画との整合を図りつつ、トータルコストの縮減及び予算の平準化を図ることを

目的に計画を策定します。

計画期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間とします。

ただし、社会情勢や教育環境の変化等への対応や老朽化の状況の変化への対応が必要となった場

合には、計画期間に関わらず見直しを行うものとします。

表１ 対象施設

小学校 5 校

中学校 3 校

共同調理場 1 施設

学 校

① 背景

② 目的

③ 計画期間

④ 対象施設
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【参考資料】

本町の公共施設の延床面積は、学校教育系施設が 48.3％と最も多く占めており、次いで公営住

宅の 10.7％、市民文化系施設の 9.8％と続く。

資料：長与町公共施設等総合管理計画

（2）学校施設の目指すべき姿

学校施設は児童・生徒が安心して過ごすことができるように災害に強く、安全で快適な教育環境

を確保し、様々な学習活動に対応できるよう配慮することが求められます。

また、児童生徒だけでなく、生涯学習やスポーツの場として地域住民に開放されており、災害時

には避難所としての役割を担うため、快適性や防災機能の強化を図ることが求められます。

さらに環境を考慮した省エネ化やバリアフリー化をはじめとして全ての人が利用しやすい施設

になるように配慮することが求められます。

1）対象施設一覧

① 学校施設の運営状況・活用状況等の実態
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２）児童生徒数及び学級数の変化

表 4

＜児童生徒数＞ （人）

＜学級数＞ （学級）

図 1 児童生徒数及び学級数の変化

児童生徒数は 1970 年代後半から 1980 年代にかけて急増し、1990 年代に入り増減を繰り返

しながら緩やかに減少しているものの、学級数については特別支援教室の割合が増えてきているた

め、ピーク時と同水準の学級数となっております。
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３）学校施設の配置状況

図 2 学校施設は、北部に１校、中央部に４校、東部に 1 校、西部に２校配置されています。

資料：長与町公共施設等総合管理計画

No. 施設名 建設年度 耐震補強 用途

1 長与小学校 2012 不要 学校教育系施設

2 洗切小学校 1976 実施済 学校教育系施設

3 高田小学校 1967 実施済 学校教育系施設

4 長与北小学校 1979 実施済 学校教育系施設

5 長与南小学校 1987 不要 学校教育系施設

6 長与中学校 1974 実施済 学校教育系施設

7 長与第二中学校 1980 実施済 学校教育系施設

8 高田中学校 1995 不要 学校教育系施設

9 給食共同調理場 1987 不要 学校教育系施設

5、9

１ 6

2

7

4

3

8
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４）施設関連経費の推移

施設関連経費は 2014 年度から 2018 年度の平均で約 2.1 億円／年となっています

施設整備費は大きなものとして 2014 年度に高田小学校体育館屋根防水工事、2015 年度に長

与小学校体育館吊天井撤去工事、2016 年度に長与中学校体育館床改修工事、長与第二中学校校舎

外壁改修工事、2017 年度に洗切小学校体育館屋根及び照明改修工事、長与北小学校校舎屋上防水

工事、2018 年度に長与中学校体育館改修工事を実施しております。

表 5 施設関連経費の推移 単位(千円)
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５）学校施設の保有量

対象建物は延床面積 200 ㎡以上の学校施設を基本とし、20 棟あります。このうち、1981 年

以前の旧耐震基準の建物は 12 棟あり、全体の約 60％となります。1982 年以降の新耐震基準の

建物は 8 棟あり、児童生徒の急増期で 1970 年代から 1980 年代の間に多く整備されており、築

30 年以上を経過する建物が全体の 75％を占めています
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６）今後の維持・更新コスト（従来型）

４０年間で建替える従来の修繕・改修を今後も続けた場合、今後４０年間のコストは総額約 268

億円（約 6.7 億円／年）必要です。これは、過去の施設関連経費の年平均約 2.1 億円／年を約 3.2

倍上回ります。

また、改築が集中する直近の１０年間のコストは総額約 142 億円（約 14.2 億円／年）となり、

過去の施設関連経費（年平均）の約 6.7 倍となります。

従来の建替え中心の整備を継続することは、今後１０年間に費用が集中してしまい、財政面から

限界であるといえます。このため、今後は計画的な維持管理を行い、学校施設の長寿命化、計画的

な修繕計画によって修繕費用の縮減、平準化を図る必要があります。
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１）構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価

建物を長く使用するためには計画的な維持管理が必要であり、建物の健全性及び劣化状況の把握

が重要となるため、構造躯体の健全性や構造躯体以外の劣化状況調査を行い、評価を行いました。

① 構造躯体の健全性の把握

すでに実施されている耐震診断報告書等をもとに長寿命化改修に適さない可能性のある建物

を簡易に選別します。

耐震安全性：新耐震基準の建物、耐震補強済みの建物、耐震診断で「耐震性あり」と判定され

た建物のみ長寿命化判定を行います。耐震性がない建物は耐震補強が必要です。

長寿命化判定：構造区分に応じてコンクリート圧縮強度の数値や現地調査結果をもとに長寿命化

改修に適する建物かを判定します。

② 躯体以外の劣化状況の把握

現地調査を実施し、屋根・屋上、外壁は目視状況により、電気設備、機械設備は部位の全面的

改修年からの経過年数を基本に A～D の４段階で評価（表６）し、各建物の５つの部位について

健全度を 100 点満点で数値化した評価指標（表７）を用いて劣化状況を把握します。

表 6 評価基準及び健全度の算定

図5 長寿命化の判定フロー

② 学校施設の老朽化状況の実態

資料：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書

資料：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書
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表７ 健全度の算定

各建物 20 棟の状況は表 8 のとおりであり、構造躯体の健全性は全て「長寿命」の判定となりま

す。劣化状況評価は C 判定がある建物が 12 棟となり、約 60％の建物が広範囲に劣化していたり、

不具合発生の兆しが見られる結果となりました。

特に建物を長く使用していくうえで重要な屋根・屋上、外壁については早急に対応する必要があ

り、優先度が高いと言えます。

表８ 建物情報一覧表

資料：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書
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２）今後の維持・更新コストの把握（長寿命化型）

従来の建替え中心の整備から、長寿命化に切り替えた場合、計画的な機能向上と機能回復に向け

た修繕・改修を実施する必要があります。

長寿命化により 80 年建物を使用した場合、今後 40 年間のコストは 257 億円（６億円／年）

となり、従来型の改築中心のコスト 268 億円（6.7 億円／年）より 4％縮減でき、今後 10 年間

のコストは 87 億円（8.7 億円／年）となり、従来型のコスト 142 億円（14.2 億円／年）に比べ

39％の縮減ができ、平準化を図ることが可能となります。しかし、今後１０年間にコストが集中し

てしまい、過去の経費と比べて 4.1 倍のコストがかかり、本町の財政状況では対応できない可能性

があるため、持続可能な学校施設の維持管理、安全性の確保を行うためにより効果的な改修手法、

優先順位の付け方が重要になります。

（３）学校施設整備の基本的な方針等

１） 学校施設の長寿命化計画の基本方針

＜公共施設等総合管理計画の基本方針＞

(1)「品質」に関する基本方針

① 既に整備されている公共施設・インフラ施設ともに長期にわたって使用できるように、長

寿命化計画の策定を行うなどして、計画的な施設管理を行う。

② 「供給」との調整を図りつつ、現時点で「品質」が十分でない施設は優先的に対応する。特

に、災害時の避難施設となっているものについては、「品質」の確保には十分留意する。

図６ 今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

① 学校施設の規模・配置計画等の方針



11

③ 今後整備を行う公共施設については、空間の自由度や躯体の耐久性を高めることで、より

長期間の使用に耐えうる構造とする。

(2)「供給」に関する基本方針

① 公共施設等は、それを保有することで廃止するまでの間、半永続的に維持管理コストが発

生することを念頭に置き、適正な施設配置を含めた「供給」の全体的なバランスに留意する。

② 現在町が保有する公共施設の保有量は、全国や県内他市町、同規模団体との比較において

は、平均値以下であるが、「品質」と「財政」からの視点によるすり合わせを十分に行い、適宜

保有量の適正化に努める。

③ 将来のまちづくりの観点から、「長与町第 9 次総合計画」及び「長与町まち・ひと・しごと

創生総合戦略」等の総合的な計画及び戦略との整合を図り、施設の再整備を行う。

④ 公共施設のライフサイクルコストは、それを建設する際にかかる費用の３～４倍かかるこ

とから、新規建設にあたっては、施設の需要や維持管理にかかるコストなどの将来予測を踏ま

え、本町のサイズに適合したものとする。

⑤ 民間代替が可能と判断できる公共施設については、民間施設の配置状況等を鑑み、「供給」

のあり方を検討する。

⑥ 公共施設の更新・改修にあたっては、特に近接する施設との複合化・集約化を十分に検討す

る。この際には、施設の需要に対する供給の視点から、分析を行うものとする。

(3)「財政」に関する基本方針

① 公共施設等の更新と改修等による長寿命化を計画的に行うことで、コストの縮減及び平準

化を図る。

② コストの平準化にあたっては、更新等の事業期間を複数年度に渡って設定することも検討

し、費用対効果を見極めた上で事業期間を定める。

③ 各施設の維持管理をより効果的・効率的に実施し、包括的な観点から必要経費の圧縮を図

る。

④ 公共施設等の維持管理・更新等に必要な経費を賄うため、施設の有効活用を図るほか、各種

補助金に加え、基金の効果的な活用についても検討し、財源の確保に努める。

⑤ 財政負担の軽減及び官民協働によるまちづくりへの新たな方策について、PPP/PFI をはじ

めとした民間活力の導入を検討する。

＜学校施設の長寿命化計画の基本方針＞

公共施設等総合管理計画の基本方針を踏まえ、安全性や品質の確保を最優先とした計画的な維持

管理を行い、コストの縮減及び平準化を図ります。また、定期的な各施設の劣化状況の把握を行い、

修繕計画に反映し、これまで以上に長く利用できるように長寿命化に努めます。特に屋上・屋根や

外壁の防水性の低下は躯体の寿命に大きく影響するため、優先的な改修に努めます。

２）学校施設の規模・配置計画等の方針

前述の長与町人口ビジョンによる 0～14 歳の目標人口では、今後も同水準で推移すると見込ん

でおり、学校施設８校は適正なバランスで町内に配置されているため、学校施設の規模は現状を維

持するものとします。ただし、社会情勢の変化により児童・生徒数及び学級数の減少による適正規

模の維持が困難な状況となった場合や義務教育学校等の整備の必要性が生じた場合には、一部校舎

の用途廃止や減築、統廃合等の検討を行うものとします。
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【参考資料】 図 7 長与町の将来人口推計（目標推計人口）

１）長寿命化の方針

近年の学校施設においては耐震改修を重点的に実施してきたことから、構造躯体の健全性は確保

され、長寿命化可能な建物となっています。一方で、未改修の屋上・屋根や外壁が残っており、建

物の寿命を縮めてしまう要因となっています。まずは全面的な屋上防水工事、外壁改修工事を中心

に実施し、経年劣化による機能低下に対する機能回復と構造躯体の延命化を図ります。大規模なこ

れらの改修を実施する際には今後も長く使うことを想定した工法や部材の選定を行います。機能回

復が完了した時点で残りの使用年数、躯体以外の部位の改修を含めた更新時期を管理し、予防保全

に切り替え、計画的な更新、修繕を進めていくことにより学校施設の健全化を図ります。

２）目標使用年数、改修周期の設定

目標使用年数は、「建築物の耐久計画に関する考え方」((社)日本建築学会)の目標耐用年数の設定

方法を参考にした場合、鉄筋コンクリート造の学校において普通品質で 50～80 年、高品質の場

合は 80～120 年とされています。また、本計画での構造躯体の健全性の評価を踏まえ、目標使用

年数を 80 年に延ばすことを目標とします。

今後の改修周期について一般的には２０年が望ましいとされていますが、過去のメンテナンス状

況や劣化状況が建物によって異なり、未改修部位がある築３０年以上の建物も多数あるため、すべ

ての建物を一律に 20 年周期で設定することは改修費用が集中するため困難な状況です。

今後１０年間は安全の確保と構造躯体を守るための屋上・屋根、外壁改修を最優先に実施し、機

能回復を図ります。また、点検を充実させることで早期に問題を発見し、部分補修を充実させます。

② 改修等の基本的な方針
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（４）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等

改修の実施に当たっては、建築時の状態に戻すだけではなく、コストに配慮し、構造体の長寿命

化やライフラインの更新等により建物の耐久性を高めるとともに，省エネ化や多様な学習形態によ

る活動が可能となる環境の提供など現代の社会的な要請に応じるための改修を行うことが重要と

なります。ニーズや費用を考慮し、整備の優先順位を検討する必要があります。

（１） 安全性と耐久性の確保

・外壁（クラック補修、浮き補修、仕上げ塗装、外部建具周りシーリング等）

・屋上（既存防水層の撤去・更新）

・内装（建具、床、壁、天井、家具等の補修及び改修）

・防犯対策

・防災機能の強化（非構造部材の耐震対策等）

（２） 機能性と快適性の確保

・電気、消防設備の更新（照明器具の LED 化、受変電設備、消防設備等の更新）

・空調設備の整備及び更新

・給排水設備の更新（受水槽、給排水管等の撤去・更新）

・トイレ改修（洋式化、乾式化等）

・バリアフリー化（段差の解消等）

① 改修等の整備水準
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各学校施設の維持管理を効率的・効果的に実施するため、今後も点検・評価を実施していく必要

があります。日常点検に加え、各部位の詳細な点検を実施し、劣化状況に応じて修繕・更新の要否

の判定を行います。

表 9 劣化状況調査票

年度）

㎡ 地上 階 地下 階

1 屋根 □ アスファルト保護防水 □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ アスファルト露出防水 □ 天井等に雨漏り痕がある

□ シート防水、塗膜防水 □ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やﾙｰﾌﾄ ﾚ゙ﾝを目視点検できない

□ 既存点検等で指摘がある

2 外壁 □ 塗仕上げ □ 鉄筋が見えているところがある

□ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある

□ 金属系パネル □ 塗装の剥がれ

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ タイルや石が剥がれている

□ その他の外壁 （ ） □ 大きな亀裂がある

□ アルミ製サッシ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

□ 鋼製サッシ □ 窓・ドアに錆・腐食・変形がある

□ 断熱サッシ、省エネガラス □ 外部手すり等の錆・腐朽

□ 既存点検等で指摘がある

3 内部仕上 □ 老朽改修

（床・壁・天井）□ エコ改修

（内部建具） □ トイレ改修

（間仕切等） □ 法令適合

（照明器具） □ 校内ＬＡＮ

（エアコン）等 □ 空調設置

□ 障害児等対策

□ 防犯対策

□ 構造体の耐震対策

□ 非構造部材の耐震対策

□ その他、内部改修工事

４ 電気設備 □ 分電盤改修

□ 配線等の敷設工事

□ 昇降設備保守点検

□ その他、電気設備改修工事

５ 機械設備 □ 給水配管改修

□ 排水配管改修

□ 消防設備の点検

□ その他、機械設備改修工事

通し番号

学校名 学校番号

棟番号 建築年度 明治33 年度（

調査日

建物名 記入者

構造種別 延床面積 階数

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

工事履歴（部位の更新） 劣化状況
（複数回答可）

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

部位 修繕・点検項目 改修・点検年度 特記事項（改修内容及び点検等による指摘事項） 評価

② 維持管理の項目・手法等
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（５）長寿命化の実施計画

１） 改修等の優先順位付け

劣化状況調査の結果及び緊急性の高い部位の改修を優先し、下記（表１０）のとおり順位を設定

します。

表 10 改修等の優先順位

優先順位 改修等の内容

１ 外壁、屋上屋根の大規模改修（劣化状況調査結果C,Dの建物）

２ 日常的な修繕（早期対応可能な維持修繕）

３ 内部仕上及び設備の定期更新

４ 社会的要求に配慮した施設の再生

屋上屋根、外壁の改修は安全の確保と構造躯体を守り、機能回復を図るために最優先に実施する

必要があります。また、老朽化が進んでくると想定外の故障やトラブルが頻発する可能性があるた

め、点検を充実させ、早期に問題を発見し、維持修繕ができる体制を整えておく必要があります。

機能回復を図りながら建物内部の更新やバリアフリー化等の社会的要求に配慮した施設の再生

を行い、健全化を進めます。

表 11 保全優先度（外壁・屋上屋根）

上記（表１１）の保全優先度は劣化状況をもとにした設定となりますが、この優先度を基本とし

て財政状況、その他諸条件を考慮しながら改修計画を検討していきます。

① 改修等の優先順位付けと実施計画
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２） 実施計画

図６で示した算定結果は今後の財政見込みを大幅に上回る結果となっており、今後１０年間に必

要となる経費（8.7 億円／年）を過去５年間の平均（2.1 億円／年）で平準化することは難しい状

況となります。今後５年間の計画は前述の改修等の優先順位を考慮して 2.8 億円／年規模の施設関

連経費を見込み、安全性の確保、機能回復を最優先に考え、費用を平準化します。

図 8 直近５年間の整備計画

今後の学校施設の維持・更新コストは、試算結果に沿った長寿命化を行った場合でも過去５年間

の整備費の約 3 倍に増加すると見込まれています。そのため、施設保有のあり方、維持更新コスト

の削減及び財源の確保は大きな課題となります。今後は長寿命化にとどまらない対応方策により維

持更新コストの縮減、財源確保により財政制約ラインとの乖離を埋める必要があります。

② 長寿命化のコストの見通し及び維持・更新の課題
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（６）長寿命化計画の継続的運用方針

学校施設の点検・診断の結果、改修等の履歴や適切な図面の保管は効率的な維持管理を行う上で

貴重な情報となるため、可能な限りデータ化や一元化を行い、効率的な維持管理に活用します。

本計画は総合管理計画における全庁的な方針等を踏まえながら、マネジメントする必要があり、

財政運営、町有財産の管理との関わりが非常に大きいことから、 財政担当課、 管財担当課との調

整についても密に行うものとします。また、総合管理計画における管理体制の構築方針に沿って維

持管理についての情報交換や研修を行い、適正管理に必要な環境を構築します。

資料：長与町公共施設等総合管理計画

本計画は、学校施設の改修等の優先順位を設定するものであり、より優先されるべき劣化状況を

把握するために本計画を活用し、安全性の確保を最優先に考え、今後においても個別の改修年度、

事業費の見直しを行い、事業の進捗状況、劣化状況に応じて本計画を見直すものとします。

① 情報基盤の整備と活用

② 推進体制の整備

③ フォローアップ


